
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

環００１ 項　　目　　名 生活衛生営業許可・監督指導事業費 新規
事業

市民生活部環境局 
生活環境課年度 R3

事業の概要　会計名

予算書項目 生活衛生事務費 ページ 217 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】生活衛生係 0857-30-8083 
 
【１１次総の施策体系】3202 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成30年4月の中核市移行に伴い移譲された生活衛生関連法令の権限に基づき、各種
業 務を行っている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　生活衛生関連施設の衛生水準を維持・向上を図るため、理容所、美容所、興行場、
旅館 及びホテル、公衆浴場、クリーニング所、特定建築物、住宅宿泊事業について、
各種法令 を基に営業許可・監視指導を行う。 
 
【事業の内容】 
 ① 各法令に基づく手続き対応 
（届出・検査・確認）理容所・美容所・クリーニング所・特定建築物・住宅宿泊事業 
（営業許可）旅館業・公衆浴場・興行場 
 ② 監視指導の実施 
 ③ 職員資質向上のための研修参加 
 
【事業の実績】 
　監視・検査施設（東部） 　　旅館　興行　浴場　理容　美容　クリー　住宅宿泊 
  平成30年度　　  　　　　　 50　   0　  22　　  6　 32　　19　　    6 
  令和元年度　　   　　　　　28　   1　   7　　 23   77　　16　　    3 
　令和２年度（見込み）　　　 17　　 0　　 7　　 37  110    10        5  

【当該年度計画】
　監視・検査施設（東部）　　旅館　興行　浴場　理容　美容　クリー　住宅宿泊
  令和３年度　　  　　　　　 32　   0　  12　　 22　 73　　15　　    5

  ※その他財源の手数料は、クリーニング所検査手数料、理美容所開設検査手数料、
    出張理美容検査手数料、理美容所確認証・出張理美容確認証再交付手数料、
    浴場業営業許可等手数料及び旅館業許可等手数料

款 衛生費

項 保健衛生費

目 予防費

前年度当初予算額 679 

本年度要求額 743 

総務部長段階査定額 718 その他財源の内訳

0 

その他 718 0 

市長段階査定額 718 0 

0 

区　　分 本年度予算額 718 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 718 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

環００２ 項　　目　　名 名木・古木保存費 新規
事業

市民生活部環境局 
生活環境課年度 R3

事業の概要　会計名

予算書項目 樹木保全事業費 ページ 219 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】環境政策係 0857-30-8082 
 
【１１次総の施策体系】3202
 
【事業の経過及び背景】 
　鳥取市自然保護及び環境保全条例に基づき、保護地区、保存樹木等について、昭和
５３ 年から指定を行っており、現在２６か所指定している。 
 
【事業の目的及び効果】 
　良好な自然環境の確保及び地域の美観風致を維持する。 
 
【事業の内容】 
　・表示看板等の修繕取替 
　・指定保存樹木等管理謝礼（６，０００円×２６か所） 
　・鳥取市指定保護地区及び保存樹木等保全事業補助金　補助率１／２ 
　※松枯れ防止薬剤注入（５年に１度） 
　　保存樹木のうち賀露神社、砂丘一里松、倉田参道の松に、松くい虫被害予防の
　ための薬剤を定期的に投入する。（直近実施時期・令和２年度） 
 
【事業の実績】 
　　平成30年度　　　  　４６０千円 
　　令和元年度　　　　　１６２千円 
　　令和２年度　　　１，８１６千円（見込み）※松枯れ防止薬剤注入あり

【当該年度計画】
　　令和３年度　　　　　２２０千円

款 衛生費

項 保健衛生費

目 環境衛生費

前年度当初予算額 1,637 

本年度要求額 220 

総務部長段階査定額 220 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 220 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 220 諸収入 0 

計 220 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

環００３ 項　　目　　名 環境教育推進費 新規
事業

市民生活部環境局 
生活環境課年度 R3

事業の概要　会計名

予算書項目 環境基本計画推進費 ページ 219 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】環境政策係 0857-30-8082 
 
【１１次総の施策体系】3202
 
【事業の経過及び背景】 
　未来を見据えた持続可能な環境保全に取り組むため、市民・事業者一人ひとりの環
境を 愛する心を育むことが強く求められている。現在、策定中の第１１次鳥取市総合
計画及び 第３期鳥取市環境基本計画では、環境教育の推進を施策に掲げており、指標
達成に向けて 取り組んでいく。 
 
【事業の目的及び効果】 
　環境に関する理解を促進するため、家庭や事業者向けの環境教育の充実を図る。 
　また、こどもエコクラブ全国事務局に登録している、こどもエコクラブが実施する
環境 学習・活動に対して支援をすることにより、環境を大切にする心と行動力の育成
を図り、 幼児から高校生、大人を含めた地域活動の活性化に資する。 
 
【事業の内容】 
　○市民・事業者に向けた環境教育・啓発活動の一環として、環境に関係する講座や 
　　研修等のイベント開催・企画を委託する。≪令和３年度新規≫ 
　○こどもエコクラブが行う環境学習・活動に対して、対象経費の一部を補助する。 
　・補助金額：会員及び登録サポーターの総数×５００円（上限額１５万円） 
　・補助対象経費：講師等への謝金及び旅費、メンバー等の旅費、消耗品費、燃料
　　　　　　　　　費、印刷製本費、通信運搬費、広告宣伝費、保険料、自動車
　　　　　　　　　･船舶借上料、会場･機器借上料及び会場設営費、施設の入場
　　　　　　　　　料、原材料費 
 【事業の実績】 
　　平成30年度　　　　４０７千円 
　　令和元年度　　　　３４８千円 
　　令和２年度　　　　４５０千円（見込み）

【当該年度計画】
　　令和３年度　　　　こどもエコクラブ　７団体
　　　　　　　　　　　環境教育・啓発推進事業　５回

款 衛生費

項 保健衛生費

目 環境衛生費

前年度当初予算額 450 

本年度要求額 900 

総務部長段階査定額 900 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 900 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 700 諸収入 0 

計 900 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 200 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

環００４ 項　　目　　名 水質・土壌対策費 新規
事業

市民生活部環境局 
生活環境課年度 R3

事業の概要　会計名

予算書項目 公害防止対策費 ページ 221 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】環境保全係 0857-30-8084 
 
【１１次総の施策体系】3202
 
【事業の経過及び背景】 
　鳥取市域及び、県より事務委託を受けた東部四町域について、水質汚濁防止法・土
壌汚 染対策法等に基づく事務を行う。 
 
【事業の目的及び効果】 
　河川、湖沼及び地下水等の水質汚濁防止を図り、市民の健康を保護するとともに生
活環 境保全のため、公共用水域の常時監視・事業場の立入検査を実施し、水環境を監
視する 土壌汚染の状況を把握し、土壌汚染による健康被害を防止し、健康保護を図
る。 
 
【事業の内容】 
　① 公共用水域及び地下水の水質常時監視及びその結果の公表。 
　② 事業場への立入検査（行政検査）の実施、助言及び指導 
  ③ 水質事故又は魚のへい死が発生した場合の対応及び原因調査 
　④ 土壌汚染対策法に係る届出の受理・審査 
 
【過年度事業実績】　　　 
　　平成30年度　（鳥取市域）２０,２３９千円　（東部四町）６,４７１千円 
　　令和元年度　（鳥取市域）２１,６１８千円　（東部四町）８,３５４千円 
　　令和２年度　（鳥取市域）２２,１５３千円　（東部四町）８,３８０千円　見込

【当該年度計画】
　　令和３年度　（鳥取市域）２２,２９４千円　（東部四町）９,８１８千円

　※その他財源の諸収入は、中核市関連事務県負担金

款 衛生費

項 保健衛生費

目 公害対策費

前年度当初予算額 30,626 

本年度要求額 33,268 

総務部長段階査定額 32,112 その他財源の内訳

0 

その他 9,818 0 

市長段階査定額 32,112 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 22,294 諸収入 9,818 

計 32,112 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

環００５ 項　　目　　名 騒音・振動・悪臭対策費 新規
事業

市民生活部環境局 
生活環境課年度 R3

事業の概要　会計名

予算書項目 公害防止対策費 ページ 221 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】環境保全係 0857-30-8084 
 
【１１次総の施策体系】3202
 
【事業の経過及び背景】 
　鳥取市域及び、県より事務委託を受けた東部四町域について、騒音規制法・振動規
制法 ・悪臭防止法に基づき事務を行う。 
　 
【事業の目的】 
　各公害防止関係法令に基づき、公害発生の監視及び未然防止に努め、市民の快適な
生活 を守る。 
 
【事業の内容】 
　・都市計画等に基づき規制する地域の指定及び規制基準の設定を行い公表する。 
　・自動車騒音の状況を測定し、結果を公表するとともに環境大臣へ報告する。 
　・悪臭測定（定期検査：特定悪臭物質・臭気指数、緊急時対応２回） 
　・苦情等による測定（騒音、振動） 
　・測定機器の保守管理 
 
【事業の実績】 
　　平成30年度（鳥取市域）２，４８４千円 　（東部四町）９１８千円 
　　令和元年度（鳥取市域）２，１６６千円 　（東部四町）７４９千円 
　　令和２年度（鳥取市域）２，０８０千円　（東部四町）６２７千円　＜見込み＞

【当該年度計画】
　　令和３年度自動車騒音常時監視業務　年１回
　　令和３年度悪臭物質及び臭気指数測定業務　年３回（７月、８月、９月）

　※その他財源の諸収入は、中核市関連事務県負担金

款 衛生費

項 保健衛生費

目 公害対策費

前年度当初予算額 3,703 

本年度要求額 4,251 

総務部長段階査定額 3,632 その他財源の内訳

0 

その他 1,038 0 

市長段階査定額 3,632 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,594 諸収入 1,038 

計 3,632 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

環００６ 項　　目　　名 大気汚染物質調査事業費 新規
事業

市民生活部環境局 
生活環境課年度 R3

事業の概要　会計名

予算書項目 公害防止対策費 ページ 221 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】環境保全係 0857-30-8084　 
 
【１１次総の施策体系】3202
 
【事業の経過及び背景】 
　平成３０年４月に中核市へ移行。大気汚染防止法の規定により、中核市の長が行う
業務 （大気汚染物質の常時監視、行政検査等）を適正に実施する。 
 
【事業の目的及び効果】 
　大気汚染防止法に基づき、環境の汚染の防止又はその除去等に関する施策を実施す
る。 
 
【事業の内容】 
　大気汚染防止法第２２条に基づき、大気中の二酸化いおう等の大気汚染物質の常時
監視 を実施する。 
　測定局に設置された自動測定器等の性能を維持するため、定期点検（部品交換等）
及び 日常管理（清掃、消耗品交換等）を実施する。また、大気汚染防止法に基づく立
入検査の 一環として、ばい煙発生施設等から排出される物質を測定する。 
 
【事業の実績】 
　　平成30年度　　　９，０２７千円 
　　令和元年度　　１５，９７８千円 
　　令和２年度　　１５，９７８千円（見込み）

【当該年度計画】
    ばい煙発生施設　　　　　　　　２施設
　　揮発性有機化合物発生施設　　　１施設
　　有害大気汚染物質（２１物質）　年１２回

款 衛生費

項 保健衛生費

目 公害対策費

前年度当初予算額 15,978 

本年度要求額 23,635 

総務部長段階査定額 22,963 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 22,963 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 22,963 諸収入 0 

計 22,963 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

環００７ 項　　目　　名 湖山池浄化対策費 新規
事業

市民生活部環境局 
生活環境課年度 R3

事業の概要　会計名

予算書項目 湖山池浄化対策費 ページ 221 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】環境保全係 0857-30-8084 

【１１次総の施策体系】3202 
 
【事業の経過及び背景】 
　県・市は湖山池の環境改善に向けて、一層の取組みを検討するため副市長、県統轄
監を トップとする「湖山池会議」を設置した。 
　① より良い湖山池をめざすための「湖山池将来ビジョン」を策定。 
　② 湖山池の水を利用しないことを前提とした畑作営農への転換に合意。 
　③ 平成２４年３月に湖山川水門開放し、高塩分化の取組みを開始。その結果、アオ
　　 コ やヒシの発生は抑制された。 
 
【事業の目的及び効果】 
　１ 巡視員を設置し、水質の監視を行う。 
　２ 塩分濃度変化のモニタリングを行い、対策・効果評価時の基礎資料とする。 
　３ 湖山池プレミアムサロンを開催し、市民と情報共有を図る。 
　４ 湖山池アダプトプログラムによる清掃活動を実施し湖山池の環境保全を図る。 
 
【事業の内容】 
　・巡視員によるパトロール 
  ・湖山池の取組みを市民と情報共有及び意見を参考にするプレミアムサロンを開催 
　・高塩分化に伴う各種環境モニタリングの実施 
　・モニタリング結果の意見、助言をいただくモニタリング委員会の開催 
　・アダプトプログラム制度導入による湖山池の環境保全の推進 
　・第４期湖山池水質管理計画の策定（R3～4年度）≪令和３年度新規≫
 
【事業の実績】 
　　平成30年度　　２，４５７千円 
　　令和元年度　　２，７４２千円
　　令和２年度　　２，５８７千円（見込み）

【当該年度計画】
　　令和３年度　　６，２８６千円

款 衛生費

項 保健衛生費

目 公害対策費

前年度当初予算額 3,701 

本年度要求額 6,648 

総務部長段階査定額 6,286 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 6,286 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 6,101 諸収入 0 

計 6,286 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 185 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

環００８ 項　　目　　名 産業廃棄物適正処理推進事業費 新規
事業

市民生活部環境局 
廃棄物対策課年度 R3

事業の概要　会計名

予算書項目 産業廃棄物対策費 ページ 219 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係・審査係 0857-30-8092・8093 
 
【１１次総の施策体系】3202 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成30年4月の中核市移行に伴い、廃棄物処理法をはじめとする産業廃棄物適正処理
推 進に係る各種法令の権限が移譲された。これに伴い、設置許可等の審査、処理業者
に対す る適正処理の指導、施設への立入検査など、法に基づく各種業務を行ってい
る。 
 
【事業の目的及び効果】 
　産業廃棄物の適正処理を推進するため、廃棄物処理法に基づき処理施設等への立入
検査 を行うとともに、排出事業者や廃棄物処理業者に対して指導を行う。 
 
【事業の内容】 
  ① 排出事業者に対する廃棄物減量・リサイクルの推進 
  ② 廃棄物処理業者に対する指導の徹底　…　法令による規制の徹底 
　  [設置に係る審査・助言指導、業の許可、立入検査、維持管理状況検査、排水等
     の検査] 
 
【事業の実績】 
　産廃施設等への立入検査 
　平成30年度　６９８件 
　令和元年度　４２８件
 　令和２年度　４００件（見込み）
 
　※その他財源の手数料は、産業廃棄物関係許可・登録手数料
　※その他財源の諸収入は、中核市関連事務県負担金
 
　
 
　
 

款 衛生費

項 保健衛生費

目 環境衛生費

前年度当初予算額 7,741 

本年度要求額 13,657 

総務部長段階査定額 11,051 その他財源の内訳

0 

その他 2,908 0 

市長段階査定額 11,051 0 

0 

区　　分 本年度予算額 1,276 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 8,143 諸収入 1,632 

計 11,051 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

環００９ 項　　目　　名 廃棄物不法投棄対策強化事業費 新規
事業

市民生活部環境局 
廃棄物対策課年度 R3

事業の概要　会計名

予算書項目 産業廃棄物対策費 ページ 219 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-30-8092 
 
【１１次総の施策体系】3202 
 
【事業の経過及び背景】 
　不法投棄対策を効果的に実施するため、関係団体と連携を強化し取り組んでいくこ
とが 必要である。また、不法投棄の拡大・再発防止のため、早期撤去及び警戒監視、
監視カメ ラの活用・設置、関係団体との合同パトロールなど監視活動の強化の必要性
が高まって いる。 
 
【事業の目的及び効果】 
　不法投棄及び廃棄物の不適正処理の監視・指導のための人員配置や監視・警報装置
の設 置、自治体・警察などの関係機関や住民と連携した活動を行うことにより、不法
投棄事案 の未然防止及び解決を図る。 
 
【事業の内容】 
　①不法投棄対策に係る体制構築 
　　指導員配置（警察官OB）、監視カメラ設置、連絡協議会開催、関係機関との情報
　　共有 
　②監視・啓発活動 
　　関係機関との合同パトロール、官民共同による監視活動、普及啓発 
 
【事業の実績】 
　不法投棄発見件数（東部） 
　平成30年度　４３件 
　令和元年度　４１件
 　令和２年度　４５件（見込み）
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　※その他財源の諸収入は、中核市関連事務県負担金
 
　
 
　

款 衛生費

項 保健衛生費

目 環境衛生費

前年度当初予算額 4,579 

本年度要求額 4,942 

総務部長段階査定額 4,942 その他財源の内訳

0 

その他 3,357 0 

市長段階査定額 4,942 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,585 諸収入 3,357 

計 4,942 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

環０１０ 項　　目　　名 ごみ減量化推進事業費 新規
事業

市民生活部環境局 
廃棄物対策課年度 R3

事業の概要　会計名

予算書項目 ごみの減量化及び再資源化対策費 ページ 225 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8091 
 
【１１次総の施策体系】3201 
 
【事業の経過及び背景】 
　ごみ減量化・再資源化を積極的に推し進めるため、段ボールコンポスト 講習会、４
Ｒ研修会、リサイクル施設等見学会を開催。段ボールコンポスト及び生ご み堆肥化容
器等の購入者に対しては、補助金を交付している。また、事業所ごみ（事業系一般廃
棄物）の減量化を進めるため、ごみ減量等推進優良 事業所認定制度の導入、４Ｒの普
及啓発に取り組む。  

【事業の目的及び効果】 
　環境問題が地球規模で深刻さを増している昨今、身近で、誰でも、すぐに取り組め
るご みダイエット（減量化）を推進していく。  

【事業の内容】 
　① 事業所ごみ減量化の取組 
　　 ごみ減量等推進優良事業所認定・表彰制度の実施、チラシによる啓発、
　　 食品衛生責任者講習会でのごみ減量の呼びかけ。 
　② ごみ減量推進事業 
　　 生ごみ堆肥化容器等の購入費補助事業（２／３相当額の補助　上限設定有）
　　 段ボールコンポスト講習会、４Ｒ研修会、リサイクル施設等見学会の実施。 

【事業の実績】　（生ごみ堆肥化容器等購入費補助） 
　　平成30年度　　　　８５千円 　　　　　　　３１件
　　令和元年度　　　　５５千円 　　　　　　　２５件
　　令和２年度　　　　７０千円（見込み）　　３２件（見込み）

【当該年度計画】
　　啓発の実施
    家庭用生ごみ堆肥化容器等購入費補助事業の実施（補助対象品目の拡充）
 
　※その他財源の手数料は、家庭系ごみ処理手数料

款 衛生費

項 清掃費

目 清掃総務費

前年度当初予算額 566 

本年度要求額 508 

総務部長段階査定額 508 その他財源の内訳

0 

その他 332 0 

市長段階査定額 508 0 

0 

区　　分 本年度予算額 332 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 508 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 176 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

環０１１ 項　　目　　名 ふれあい収集事業費 新規
事業

市民生活部環境局 
廃棄物対策課年度 R3

事業の概要　会計名

予算書項目 ごみ収集委託費 ページ 227 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8091 
 
【１１次総の施策体系】3201 

【事業の経過及び背景】
　高齢化社会への移行と、住宅事情の変化や核家族化の進行に伴い、単身の要介護者
や障害のある人など、ゴミ出しが困難な状況にある世帯に対する支援として実施して
いる。
 
【事業の目的及び効果】 
　高齢者や障がいのあ る方が、ごみを集積所まで持ち出すことが困難な場合、本市の
委託業者が自宅前まで戸別収集を行い、身体的負担を軽減するとともに在宅生活を支
援する。 
 
【事業の内容・実績】　収集件数（年度末時点）　　収集委託料 
　　平成30年度　　　　７８件 
　　令和元年度　　　　９４件　　　　　　　　　　１，０６６千円 
　　令和２年度　　　１３０件（見込み）　　　　　１，７５２千円（見込み） 
　　※収集件数増加に伴い、令和元年度より収集委託料を予算化。 
　　　収集１回につき１００円／回（税抜） 
　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 衛生費

項 清掃費

目 塵芥処理費

前年度当初予算額 1,824 

本年度要求額 2,578 

総務部長段階査定額 2,272 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,272 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,272 諸収入 0 

計 2,272 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

環０１２ 項　　目　　名 ごみ収集委託費 新規
事業

市民生活部環境局 
廃棄物対策課年度 R3

事業の概要　会計名

予算書項目 ごみ収集委託費 ページ 227 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8091 
 
【１１次総の施策体系】3201 
 
【事業の目的及び効果】 
　家庭から出される可燃ごみ、資源ごみ（ビン・缶)、小型破砕ごみ、大型ごみ、食品
トレイ、プラスチ ックごみ、ペットボトル、古紙、乾電池等を適正に収集運搬する。 
 
【事業の内容・実績】 
　家庭ごみ収集量（単位：t） 
　　　　　　　　　　　平成30年度　　　　令和元年度　　　　令和２年度(見込み) 
　可燃ごみ　　　　　　２５，６０３　　　２５，８７８　　　　２５，９１３ 
　資源ごみ　　　　　　　１，４１０　　　　１，３５１　　　　　１，３７４ 
　小型破砕ごみ　　　  　１，３８７　　　　１，４４７　　　　　１，５６６ 
　大型ごみ　　　　　　　　　２８９　　　　　　２９８　　　　　　　３４０ 
　食品トレイ　　　　  　　　　２６　　　　　　　２６　　　　　　　　２７ 
　プラスチックごみ　  　２，４３５　　　　２，４６９　　　　　２，５７７ 
　ペットボトル　　　  　　　３４６　　　　　　３４７　　　　　　　３５５ 
　古紙　　　　　　　  　　　７５９　　　　　　６３９　　　　　　　６５１ 
　乾電池等　　　　　　  　　　６３　　　　　　　６０　　　　　　　　６５ 
 
【事業の実績】 
　　平成30年度　　　　８６５，９３４千円 
　　令和元年度　　　　８８５，７１７千円 
　　令和２年度　　　　９２１，５０３千円（見込み）
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　※その他財源の手数料は、家庭系ごみ処理手数料及び大型ごみ処理手数料
　※その他財源の諸収入は、古紙類収集事業収入
 
　
 
　
 

款 衛生費

項 清掃費

目 塵芥処理費

前年度当初予算額 921,503 

本年度要求額 1,044,039 

総務部長段階査定額 982,110 その他財源の内訳

0 

その他 248,424 0 

市長段階査定額 982,110 0 

0 

区　　分 本年度予算額 240,424 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 733,686 諸収入 8,000 

計 982,110 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

環０１３ 項　　目　　名 可燃物処理場建設広域負担金 新規
事業

市民生活部環境局 
廃棄物対策課年度 R3

事業の概要　会計名

予算書項目 東部広域行政管理組合負担金（塵芥） ページ 227 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8091 
 
【１１次総の施策体系】3201 
 
【事業の経過及び背景】 
　国のごみ処理広域化計画に基づいて県が策定したごみ処理広域化実施計画を踏ま
え、県 東部地区15市町村（当時）は可燃ごみを広域処理するための基本協定を締結し
た。 
　これにより、東部広域行政管理組合は新たにごみ処理施設を建設することとし、河
原町 国英地区において新工場の供用開始（令和４年度予定）を目指している。 
 
【事業の目的及び効果】 
　県東部地区の可燃ごみの焼却を１箇所に集約し、最新の処理施設を建設することに
より、資源の循環と熱エネルギーの有効活用、万全の環境保全対策、安全かつ安定的
な処理を行うとともに、広域処理によりごみ処理コストの削減を図る。
 
【事業の内容・当該年度計画】 
　東部広域行政管理組合における事業実施に対する市町負担金を支払う。 
　①プラント建設工事設計・施行管理等 
　②プラント建設工事 
　③その他 
　　環境影響評価関連業務、進入道路整備工事、用地の借上費他 
 
【事業の実績】 
　　平成30年度　　　447,292千円 
　　令和元年度　　　808,931千円 
　　令和２年度　　2,855,657千円（見込み）
 
　
 
　
 
　

款 衛生費

項 清掃費

目 塵芥処理費

前年度当初予算額 3,099,790 

本年度要求額 6,730,224 

総務部長段階査定額 6,730,224 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 6,730,224 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 6,730,200 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 24 諸収入 0 

計 6,730,224 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 


